
（参考資料）

1．日本経済の地位の変化

暦年 1960 1970 lP80 1985 1986

米国 の G N P の世 界 シェア （％） 34 32 23 ．0 27 ．2 25 ．2

日本 の G N P の世 界 シェア （％） 3 6 9 ．0 9 ．2 11 ．9

（備考）

I

、J
トJ

l

lMF「InternationalFinancialStatistics」等により作成

2．実質GNPの年平均伸率と内外需別寄与度

年 度

J

1 9 7 5／ 7 0 19 8 0／ 7 5 19 8 5／ 8 0 19 8 6／ 8 1

実　 質　 G ．N　 P　 （％ ） 4 ．4 4 ．9 4 ．0 3 ．8

寄
与

度

内　　　　　 需　 （％ ） 4 ．3 4 ．2 2 ．9 3 ．3

外　　　　 商　 （％ ） 0 ．1 0 ．7 1 ．1 0 ．5

（参 考 ） 名 目 G N P　 （％ ） 1 5 ．3 ・－10 ．0 5 ．6 5 ．2

（備考）経済企画庁「国民経済計算年報」により作成
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●
3．経営収支の動向

】
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午 度 198 0 1 98 1 19 8 2 1 9 8 3 19 8 4 1 9 8 5 1 98 6 19 8 7 ．10－12

経　 常　 収　 支　　 （十 億 円 ） △1 ，58 9 1 ，37 3 2 ，296 5 ，72 4 9 ，0 1 7 12 ，08 3 1 5 ，05 5 1 0 ，8 98

IJ　　　　 （百 万 ㌦） △7 ，012 5 ，93 4 9 ，13 5 2 4 ，23 2 3 7 ，01 5 5 5 ，0 19 9 4 ，13 9 8 0 ，62 0

経 常収 支 ／ G N P 比 率　 （％ ） △0 ．6 0 ．5
′l

0 ．8 ° 2 ．0 3 ．0 3 ．8 4 ．5 3 ．1

（参 考 ） 円 の対 ドル レー ト 2 17 ．40 2 2 7 ．38 2 4 9 ．66 2 3 6 ．39 2 4 4 ．19 2 2 1 ．09 15 9 ．87 1．3’5 ．71

．了′

（備考）日本銀行「国際収支統計月報」等により作成、1987年10－12は年率換算してある。

4．物価の推移（年平均上昇率）

年 度 19 7 5／ 70 19 8 0／ 7 5 1 98 5／ 8 0 1 9 8 6／ 8 1

消　 費　 者　 物　 価　 （％ ） 1 1 ．8 6 ．5 2 ．5 1 ．7

卸　 売　 物　 価　　　 （％ ） 1 0 ．1 5 ：9 △ 0 ．6 △ 2 ．9

（備考）総務庁「消費者物価指数」日本銀行「卸売物価指数」より作成
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（参考）国際比較（1987年上昇率）

日　　 本 米　　 国 、・西　　 独 仏　　 画 英　　 国

消　 費　 者　 物　 価　 （％ ）・ 0 ．1 3 ．7 0 ．2 3 ．1 4 ．1

卸　 売　 物　 価　　　 つ ％ ） △ 3 ．7 2 ．1
彗 ・2

N ．A ． 3 ．8

（備考）各国資料より作成

5．完全失業率の推移
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年 度 1 9 8 0 1 9 8 1 1 9 8 2 1 9 8 3 1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 ．・1 0－1 2

完　 全　 失　 業　 率　 （％ ）

．ノ

2 ．0 9 2 ．2 寧 2 ．4 7 2 ．6 7 2 ．6 7 2 ．6 5 2 ．8 4 2 ．6 8 ・

（備考）ノ総務庁「労働力調査」による

（参考）国際比較（1987年暦年）

日　　 本 米　　 国 西 ・独 、 仏　　 国 英　　 国

完　 全　 失　 業　 率　 （％ ） 2 ．8 6 ．1 8 ．9 1 0 ．6 10 ．4

（備考）各国資料より作成



6．財政の現状に関する国際比較

公債依存度

50　51　52　53　54　55　56　57　58　59　60　61　62　箪（FY）

（注）1．会計年度は日、－英が4－3月、米が10「9月、独、仏が1－12月

2．日本は決算ベース（62年度は第二次補正後、63年度は当初予算）そ

の他は実績ベース
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長期政府債務埼高／GNP

利払費／歳出総額
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7．租税収入の構成比の推移
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昭和25　　30　　35　　40　　45－　　50　‾55　　60　　61年度

（地方税収入）

50

40

30

昭和25　　30　　35　　40　　45　　50　　55　　60年度

（注）1．本表はOECD歳入統計の区分基準に従って作成した。

2．税収は決算ベニス

3．税制調査会資料により作成
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法人所得課税
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8．国民負担率の推移

昭和50　51　52　53　54　55　56　57　58　59　60　61（年度）

（注）「国民経済計算」より作成
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9．短期金融市場の規模

（資料）日本銀行「経済統計月報」ほか

（注）オープン市場は、現先、CD、TB、FB、国内CP、

円建BA、海外CD・CPの合計。インターバンク市場

は、コール、手形、ドル・コール、円転の合計。
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10．証券取引の規模（片道計算）

（資料）東京証券取引所「東証要覧」

（注）証券取引規模＝（東証株式売買代金＋東証債凄売買

高＋東証債券先物売買高）＋公社債店頭売買高／2
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